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法人概要

≪基礎データ≫

≪主な事務・事業≫

≪組織体制≫

本部
10部33課

（255人）
うち管理部門
1部4課（32人）

12.5％

地方 - - -

＊ 役職員数は平成22年４月１日現在、予算額は平成22年度の数値、うち
国家公務員出身者・現役出向者についてはそれぞれの年度の４月１日現
在、うち国からの財政支出についてはそれぞれの年度の数値

役員 ７人

うち
国家公務員出身者 １人 ４人

うち
現役出向者 ０人 ０人

職員
２５５人

うち
国家公務員出身者 ０人 ０人

うち
現役出向者 ７人 ７人

予算 5,722億円
うち
国からの財政支出 90億円 107億円

【22年度】 【 （参考）21年度】

このほか
非常勤職員224人

法人に占める
管理部門の割合

理事長
理事長代理
理事

監事

総務部

業務運営部

契約業務部

給付業務部

資金運用部

事業推進部

ｼｽﾃﾑ管理部

中小企業退職金共済事業本部

建設業退職金共済事業本部 建設業事業部

清酒製造業退職金共済事業本部

林業退職金共済事業本部

清酒製造業事業部

林業事業部

事務・事業 予算 うち国からの
財政支出

中小企業退職金共済事業
5,722
億円

90

億円※

※うち基幹的業務に係る事務費補助金 １，５３６百万円

加入や掛金増額の際の共済契約者への助成 ７，４５３百万円

１



２

中 小 ・ 零 細 企 業 で 働 く 従 業 員 が 退 職 金 を 受 け 取 る こ と が で き る よ う に す る

中退共制度を活用

勤労者退職金共済機構の目指すもの

６２．８％

退職給付制度
あり 65.2％

事 業 所 を 転 々 と し て 働 く 労 働 者 に 全 就 業 期 間 を 通 算 し て 退 職 金 を 支 給

〈実績〉 退職給付制度がある零細企業（従業員１０人未満）の６割強が中退共制度を活用

〈実績〉 建設業、清酒製造業、林業で２０年度支給件数８８，２４３件

累積で１，９８６，６３３件

退職給付制度
なし 34.8％

（従業員10人未満の零細企業）

（退職給付制度がある零細企業）



３

退職金共済制度の現状 （平成２０年度実績）

共済契約者数（所）
（平成21年3月31日時点）

被共済者数（人）
（平成21年3月31日時点）

退職金支給件数（件）
（平成20年度実績）

退職金支給総額（百万円）

（平成20年度実績）

期末資産残高（百万円）

（平成21年3月31日時点）

合計 ５６７，３５４ ５，７９５，３９６ ４０４，２２３ ５０９，３８２ ４，１８９，９１１

中退共 ３７３，７７４ ２，９５１，３５２ ３１５，９８０ ４２８，１１７ ３，３１２，１７１

建退共 １８７，７５６ ２，７７４，６４４ ８４，５８２ ７８，９７８ ８５８，２０７

清退共 ２，４９６ ２８，９９７ ７５０ ４７０ ６，２５１

林退共 ３，３２８ ４０，４０３ ２，９１１ １，８１７ １３，２８２



４

独立行政法人化以降の退職金共済業務の進捗状況

○ 被共済者数○ 退職金支給件数○ 新たに加入した被共済者数

１６年度 ２０年度
１６年度 ２０年度１６年度 ２０年度

９．４％増加８．５％増加１．８％増加

5,295,148人

5,795,396人

372,462件

404,223件

541,958人

551,704人


